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＜総説＞

抄録
公衆衛生看護活動は，その黎明期から個別支援を主軸としてきた．個人や家族の健康レベルの維持・
向上に貢献しようとするこの活動は，地域全体の健康レベルの向上の礎となるものである．保健師は，
常に時代の変化の影響を受けながら，社会のニーズや健康課題の変遷に対応してきた．近年公衆衛生
看護の実践の場では，複雑化した健康問題や生活上の問題（以下，健康・生活問題とする）を抱える「支
援困難事例」への関わりが求められている．その背景要因として，1)貧困問題の深刻化，2)社会階層に
よる居住地域の分断化と健康への影響，3)家族のあり方や価値観の変容，4)健康・生活問題の多様化，5)
住民同士の交流の変化，6)在留外国人の増加などが複雑に絡み合っている．
支援困難事例の抱える健康・生活問題は社会の縮図であり，その解決のためには行政内外の様々な
関係機関と協力することが不可欠である．一般的に行政の多くの部署では，所管する所掌事務のみを
行う「縦割り」スタイルを採用している．一方，保健師は分野横断的な健康・生活問題に対応するた
めに，様々な関係機関と協働してきた．この「分野横断的支援」スタイルは，近年厚生労働省が打ち
出している地域共生社会の概念の中で，改めてその重要性が強調されている．保健師は地域共生社会
の実現に向けて，これまで培ってきた実践知を活かし，関係職種や住民と共に個別支援や地域づくり
をより一層推進していく必要がある．また，今後人口減少や公務員の定数削減が加速化することを考
慮すると，個別支援で把握した健康・生活問題の発生を将来にわたって予防し，効率的・効果的に解
決するための政策形成や，地域の実情に合わせて課題解決を図るための「ご当地システム」の構築に
つなげていくことが課題である．

キーワード：保健師，個別支援，支援困難事例，分野横断的支援，地域共生社会

Abstract
Since its inception, public health nursing has focused significantly on individual care. This activity, which 

seeks to contribute to maintaining and improving the health level of individuals and families, is the corner-
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I．はじめに

健康と社会状況は密接に関連しており，その相互の改
善を図ることは，公衆衛生分野における古くて新しい課
題である[1]．そのためのアプローチのひとつが，「個別
支援」である．公衆衛生看護の祖と呼ばれるリリアン・
ウォルドは，ニューヨークのイースト・サイドにヘン
リー・ストリート・セツルメントを開設し，貧困に喘
ぐ多くの住民を対象として個別支援活動を展開した[2]．
ウォルドの取り組みは，住民の日々の生活や置かれてい
る環境と社会階層が彼らの健康に深く関連しており，そ
の改善のためには個人と家族の生活の場，すなわち「家」
に出向くことと，個人や家族の健康や生活上の問題（以
下，健康・生活問題とする．）を社会問題として解決す
るために仕組みづくりを進める重要性を示唆している．
日本において保健師（当時は保健婦）の養成と活動が

本格化したのは昭和以降である．1927年に聖路加国際病
院に公衆衛生看護部が設立されたことを皮切りに，1930
年には大阪朝日新聞社会事業団が，米国留学を終えた保
良せきを迎え，公衆衛生訪問婦協会を設立した[3]．日
本の公衆衛生看護活動は米国と同様に，その黎明期から
家庭訪問を軸にした個別支援を中心としてきた．また保
健師は常に時代の変化の影響を受けながらも，社会の
ニーズや健康問題の変遷に対応してきた．例えば，戦前
から昭和30年代にかけては結核対策と母子保健活動，昭
和40年代には成人病対策と精神保健活動，昭和50年代に

は老人保健事業と健康づくり活動と，既存の活動を基盤
としてその上に積み重ねる形で健康問題の解決に向けた
活動を展開してきたが，これらの健康問題は完全に解決
されたわけではなく，未解決のままより複雑化した問題
に姿を変え，私たちの前に姿を現している[4]．
近年我が国では，健康寿命の延伸と増大する医療費抑
制という大きな命題を解決するために，量的データを活
用した地域診断を行い，それに即した計画，実施，評価
をPlan-Do-Check-Action（PDCA）サイクルに則って展
開する方法が主流となっている[5]．例えば，地域診断
の結果として「男性の透析患者が前年比で30人増加して
いる」，「女性の糖尿病患者が毎年3%ずつ増加している」
のように健康問題を数値で表すことがある．しかしマク
ロで見た時の「男性の透析患者」や「女性の糖尿病患者」
は，元を辿れば 1 人の住民に行きつく．そして「なぜ透
析が必要になったのか」という経緯や，「なぜ糖尿病が
悪化したのか」という理由は一人ひとり異なっている．
その一人ひとりの生活背景やその特性を知らずして，地
域全体の健康課題を改善することは難しい．つまり，地
域全体の健康レベルを向上するためには，住民一人ひと
りの健康レベルを改善・向上するための個別支援が不可
欠である．また2000年以後，従来の医学モデルから生活
モデルへパラダイムシフトが起こっており，住民の生活
に軸足を置いた個別支援の重要性が増している[6]．
本稿では行政に働く保健師が個人とその家族を対象に
行っている分野横断的な個別支援が求められている社会

stone of improving the health level of the entire community. Public health nurses have always responded to 
changes in social needs and health issues while being influenced by changes in the times. In recent years, 
the need for care for difficult cases with complicated health and life problems has increased in the communi-
ties. Many factors, which are complicatedly interlinked with one another, have brought about the emergence 
of these cases. We focused on 6 factors: (1) the increasing severity of poverty, (2) the division of residential 
areas by social stratification and its impact on health, (3) the changes in roles and values   of families, (4) the 
diversification of health and life issues, (5) the changes in interactions among community residents, and (6) 
the increasing numbers of foreign residents. 

The health and life problems of difficult cases are a microcosm of society, and it is imperative that pub-
lic health nurses collaborate with members of various relevant organizations inside and outside the local 
government to solve these cases. In general, in many departments of the public administration, we adopt 
ʻʻvertical administrative structuresʼʼ that focus on defined affairs only. In contrast, public health nurses have 
collaborated with various related organizations to address inter-department health and life issues. This ʻʻin-
terdepartmental supportʼʼ style is emphasized in the concept of the community symbiosis society, which has 
been adopted  by the Ministry of Health, Labour and Welfare. To realize a community symbiosis society, the 
public health nurse should promote individual care and community development in cooperation with related 
organizations and members of the community, while utilizing practical knowledge. Considering accelerating 
depopulation and the decreasing numbers of public servants, public health nurses should develop efficient 
and effective health policies and community health care systems for solving the health and life problems 
identified in individual care and for preventing future problems.
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的背景と関連する政策の動向について概説すると共に，
今後の保健師活動の課題について示唆を得ることを目的
として稿を進める．

II． 分野横断的な個別支援が求められている「支
援困難事例」を生む社会的背景について

近年公衆衛生看護の実践の場では，複雑化した健康問
題や生活上の問題を抱える「支援困難事例」への関わ
りが求められている[7,8]．支援困難事例の抱えている健
康・生活問題は多岐にわたっているため，保健師は自分
の所属している課や係だけでなく，その問題を解決する
ために必要な関係機関と協力をしながら支援に当たる必
要がある．つまり，支援困難事例を支援する過程では，
分野横断的な調整が不可欠である．
支援困難事例が発生する要因として，個人要因，社会
的要因，支援者側の不適切な対応が挙げられている[7]．
また，支援者と関係性の構築が難しい場合，社会全体や
行政機関に対する敵意がある場合，自発的に支援を求め
ない場合など，対象者と関わりを持つことすら困難な場
合がある[8]．さらに当事者が制度の狭間の問題を抱え
ており，活用できる社会資源が乏しい場合や，感情労働
の色合いが強い場合，犯罪として扱うかどうか判断に迷
う場合など，倫理的ジレンマを感じる場合もある．つま
り支援困難事例は，保健師が支援過程において困難を感
じるような様々な要素を重複して有している[9]．以下
では，支援困難事例が生じている社会的背景と保健師活
動の課題について検討する．

 1 ．貧困問題の深刻化
支援困難事例は，貧困問題を抱えていることが少な

くない[7-9]．日本の相対的貧困率は約16％で，Organi-
zation for Economic Co-operation and Development（ 以
下，OECDとする）加盟国の平均値である11%を上回っ
ている[10]．特に問題となっているのが子どもと高齢者
のいる世帯である．子どもがいる現役世帯（世帯主が
18歳以上65歳未満で子どもがいる世帯）のうち，「大人
が 1 人」の世帯の相対的貧困率は50.8％と，OECD加盟
国の平均値31.0％を大きく上回り，最下位となっている
[11]．また平成28年の国民生活基礎調査で「生活が苦し
い」と回答した者の割合は，母子世帯が 82.7％となって
いた[12]．つまり母親がひとりで子どもを養育している
場合，貧困問題がより深刻化していると言える．
子どもの貧困は，虐待と深く関連しているだけでなく

[13]，子どものう歯率の高さ[14]に表されるように，栄
養状態の悪化や日常的に必要なケアが行き届かないこと
とも関連している．また，貧困家庭に育つことによる子
どもの医療へのアクセスの悪化，学習資源の不足，学力
低下や意欲の欠如等の要因が重複して存在し，結果的に
高等教育を受ける機会が奪われ，低賃金の仕事に就くこ
とを余儀なくされ，生涯に渡り不利益を被るだけでなく，

それが世代間で継承されていると言われている[15]．ま
た，日本は欧米と比較して貧困問題に対する意識の低さ
が際立っており，「個人の問題」として扱う傾向がある
と指摘されている[16]．
一方，高齢者世帯の貧困も重大な問題となっている．
唐鎌によると，年金給付水準の段階的引き下げとそれを
カバーする就労機会の激減により，高齢者世帯の所得分
布は全体的に落層化が進んでいる[17]．これに加えて若
い頃から非正規雇用者として勤務を継続した場合，高齢
期に差しかかった時に経済的に負の影響があると指摘さ
れている[18]．また高齢期になると疾病に罹患しやすく
なり，介護が必要になる場合があるが，医療費・介護費
の自己負担が貧困率に与える影響は大きい[19]．さらに
相対的な所得や生活水準の低さが，特に男性の死亡リス
クを高めると言われている[20]．
貧困は国家的課題であり，公衆衛生看護の実践の場で
個別支援を提供するだけでは解決しきれないため，本来
であれば防貧政策が必要である．しかし，その対策樹立
を待つ間にも，貧困問題を抱える人々の健康・生活問題
に関する相談は待ったなしで寄せられるため，保健師は
福祉事務所等の関係機関と協力しながら個別支援を提供
すると共に，経済的困窮を解決する方策についても並行
して検討する必要がある．

 2 ．社会階層による居住地域の分断化と健康への影響
地域を構成する最小単位である個人とその家族は，そ
れぞれが一定の社会階層に属している．米国では1990年
代頃からゲーテッド・コミュニティと呼ばれる地域が存
在しており，高い塀の中に家屋と特定の住民のためのア
メニティ施設が建設されている．警備員や居住者自身に
より安全確認装置が解除された場合にのみ，限られた出
入口から出入りが可能となる[21]．日本ではこれほど明
確な地域の分断が人工的に作られることは比較的少ない
が，昔の大名屋敷跡は今もなお高級住宅地として名を馳
せ，畑や暗渠を埋め立てて造成された宅地には古い木造
住宅が密集しているように，居住地によってそこに住め
る住民の社会階層が異なっている[22]．社会階層は居住
地域の選択に大きく影響しているが，特に公的賃貸住宅
団地には社会的弱者が居住しやすいこともあり，住民
の健康リスクが高めであるとの指摘がある[23]．つまり，
社会階層に応じた居住地域の住み分けが，健康格差に寄
与している可能性があると言える．
また平成25年に厚生労働省から出された保健師活動指
針において，地区担当制度が推奨されている[24]が，保
健師が担当している地区の特徴によって，対象集団とな
る住民層や健康・生活問題が異なるため，地区ごとに住
民の個別性に応じた支援方法を採る必要があると考えら
れる．また業務管理の観点から考えると，次々と支援困
難事例に関する相談が寄せられる地域と比較的相談件数
が少ない地域とでは，業務量の不均衡が発生している可
能性が考えられる．このため担当地区の違いによる業務



J. Natl. Inst. Public Health, 67 (4) : 2018

日本の保健師による分野横断的支援と今後の課題 ―個別支援を例として―

353

量の不均衡を改善するために，人員配置や地区の分担の
方法を工夫する必要性があるだろう．

 3 ．家族のあり方や価値観の変容
日本が高齢社会になって久しいが，高齢化は当事者の

みならずその家族やきょうだいにも及んでいる．民法
877条第 1 項の規定によると，「直系血族及び兄弟姉妹は，
互いに扶養する義務がある」とされている[25]．しかし，
近親者の高齢化によって，当事者の世話まで到底担えな
いという場合や，長年の家族関係の悪化の影響から当事
者に関わることを家族が拒否する場合もあるだろう．つ
まり，かつてのように家族が助け合って育児や介護を担
うことや，血縁関係にあるという理由だけで当事者のケ
アや扶養の義務を担うことは難しくなりつつあると考え
られる．保健師は家族の代わりにはなれないが，金銭的
な問題や様々なサービスの契約といった，本来であれば
家族が行うべき内容について，当事者や関係機関の相談
にのったり，戸籍上の直系血族や兄弟姉妹に連絡を取り，
当事者のケアについての意向やどの程度協力できるのか
を確認するといった調整の必要性が，以前より増してい
る可能性がある．保健師は常に彼らの持つ生活様式や哲
学の理解に努め，どのような方法なら出来るのかという
妥協点を探り，個々の状況に応じた支援を提供する必要
があると考えられる．また，「独居でキーパーソンが不
在」の住民のように，従来の家族機能を持たない者が地
域で生活を継続する上での困りごとについて，早急に支
援策を検討し，システム化していく必要があると考えら
れる．
一方，介護や育児の分野ではケアの社会化が徐々に進

んでおり，必要なサービスを家族内で賄うのではなく，
契約に基づいて家族以外から購入することが一般的にな
りつつある．しかし，すべてのケアを家族以外から調達
するには，ある程度の経済的余裕がないと難しい．また
晩婚・晩産化の進行に伴い，育児と介護のダブルケアを
余儀なくされる者[26]や，ヤングケアラーの問題[27]も
生じている．また高齢者への支援を開始したところ，長
年親が主介護者として世話をしてきた障害者が発見され，
親子同時に支援が必要となる「8050問題」も喫緊の課題
である[28]．つまり，保健師は個別支援を通して家族に
依存してきたケアを特定し，その社会化をより一層進め
るために，各地方自治体で地域の実情に合わせて課題解
決を図るための「ご当地システム」[9]を構築していく
必要があると考えられる．

 4 ．健康・生活問題の多様化
病棟ではクリニカルパスが定められている．医療従事

者はその計画に沿ったケアを提供し，患者は一定期間内
に退院する．つまり病棟でのケアは，ある程度標準化さ
れている．病室の環境も画一化されており，個室に入院
したとしても自宅ほどの自由度はない．
ところが地域では，同じ疾患を患っていてもその病態

や経過にはかなり個人差がある．個人の健康・生活の範
囲内の問題に留まらず，病状悪化を来し，近隣住民との
間でトラブルに発展する場合もある[29]．また本人や家
族の人生の目標や，ソーシャルサポートの有無，各々の
生育歴によっても，支援の方向性が異なってくる．さら
に本人を取り巻く家族も様々な健康・生活問題を抱えて
いるため，支援の対象となることが少なくない．このよ
うに個人や家族の生活は多様性に富んでおり，健康の社
会的決定要因の影響の度合いも異なる[30]．保健師は対
象者の個別性に合わせて，関係機関と協力して，彼らが
安定した地域生活を営めるように支援する必要がある．
また健康の社会的決定要因として様々な要因が挙げら
れているが，個人は各々の家族の持つ独自の文化を継承
し，多様な生育歴を経て成人となっている．公衆衛生看
護の実践の場では「自分の家の常識は，隣の家では常識
ではない．」と言われることがある．例えば家庭内暴力
が問題となっている家族では，暴力が問題解決の一手段
となっており，暴力をふるっている親も実親から暴力を
振るわれて育ってきたという世代間連鎖の被害者である
場合が少なくない[31]．このため，世代間連鎖をいかに
断ち切るかが課題だが，家庭で培われ継承されてきた文
化は，家族の構成員にとってはごく当然の「常識」であ
るが故に，当事者たちはその問題性に自ら気付いていな
いことがある．保健師は個人や家族の持つ文化や常識を
より良い方向へ改善するように個人や家族に働きかける
だけでなく，保健医療福祉分野や教育分野等の架け橋と
なり，より良い支援体制の構築にも尽力する必要がある
[32]．

 5 ．住民同士の交流の変化
トフラーは著書の中で第三の革命として「情報化の
波」を挙げていた[33]が，インターネットの普及により，
私たちの生活は目を見張るほど便利になった．また近年
ではインターネットとヒト，モノ，コトをつなげて新た
なサービスを生み出したり，人工知能の進化により人知
を凌駕する技術が開発されつつある[34]．かつては育児
や介護，健康に関するささいな悩みは，近隣の住民同士
で相談したり，立ち話をする中で解決していた．しかし，
今や専門的な情報もキーワード検索によって簡単に入手
できるようになったため，住民が自らに合った情報を収
集・取捨選択し，解を導こうとする問題解決方法が主流
となりつつある．
また，都市部では人口が多いにも関わらず人とのつな
がりが希薄化している[35]．コミュニティにおけるつな
がりやソーシャルサポートの多寡は，人々の健康や死亡
に影響を及ぼしている[36,37]．とりわけ住民同士の交流
は，日常生活を営む上で重要な潤滑油になっている場合
がある．例えば，住民同士が全く顔見知りではない場合
よりも，挨拶を交わす程度の交流がある方が，生活音を
騒音と受けとめにくいことが知られている[38]．逆に言
えば住民同士の交流が乏しいと生活音を騒音と感じやす
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く，諍いの種になる可能性がある．
さらに，保健師は個別支援を通して，個人や家族の持
つソーシャルサポートやその力量をアセスメントし，脆
弱な所を強化・補完するように地区活動を展開している
[39]．また必要に応じて個人や家族を取り巻く地域住民
や関係機関に対しても，社会的包摂を深化させるような
活動を展開してきた[40]．今後保健師は，これまで以上
に社会や住民の変化を汲みながら住民同士のつながりを
深めるための活動を進めていくと共に，ICTを個別支援
活動に取り入れ，支援記録の電子カルテ化と関係機関と
の共有化をこれまで以上に積極的に進めることも必要と
考えられる．

 6 ．在留外国人の増加
法務省によると，2017年の在留外国人は約256万人を超

えて漸増傾向である[41]．背景には1990年に出入国管理
及び難民認定法の改正に伴い「定住者」の在留資格が創
設され，日系 3 世まで就労可能となったことや，1993年
から技能実習制度が開始されたことが挙げられる．また
地方自治体では在留外国人に対して様々な生活支援を
行ってきたが，それに追随する形で2006年に総務省が「地
域における多文化共生推進プラン」を策定した経緯があ
り[42]，より一層多様性を認め合う地域づくりが必要と
されている．
在留外国人の健康課題には，保健・医療サービスへの
アクセスや医療費の支払いの問題，孤立，メンタルヘル
スや食生活の悪化等が指摘されている[43,44]．また治療
を継続する際には日本語能力や経済的な問題[45]，周囲
からのサポートの有無[46]が重要と言われており，保健
師による個別支援が必要である．一方，先行研究では保
健師は在留外国人に対して満足のいくサービスを十分に
提供出来ていないという課題が指摘されており，通訳や
多言語資料の充実の必要性が示唆されている[47]．つま
り公衆衛生看護の実践の現場では言語の壁をどう越える
かという課題と併せて，国籍や生活習慣，文化等に配慮
した個別支援の提供が求められている．中には創意工夫
を凝らし，既成アプリを活用しながら対応している保健
師もいる[48]が，対象者の多様性に配慮した個別支援の
充実が喫緊の課題である．

III． 分野横断的な個別支援に関する政策的な動
向と今後の課題について

これまでわが国では様々な健康・生活問題を解決する
ために，対象者ごとにあるいは疾病ごとに法令や体制を
整備してきた．こうした各種法令に基づいて，各地方自
治体では母子保健，成人保健，精神保健，難病，障害者，
高齢者のように担当部署を分けている．また各課や係内
の仕事は事務分掌によって定められているが，2013年に
発出された「地域における保健師の保健活動について」
という局長通知に，分野横断的に地域全体を把握するた

めに地区担当制の推進が明記された[24]．地区担当制で
は，各保健師が担当している地域内に居住しているあら
ゆる住民を支援の対象者として，網羅的に支援する．そ
して様々な対象者への個別支援活動を通じて，地域住民
に共通する健康・生活問題や潜在的な問題の特定につな
げようとするものである．つまり，保健師は「健康」と
いう切り口で，あらゆる年代や健康レベルの住民の様々
な相談に柔軟に対応できるという強みを持っている[5]．
また個別支援の過程では，健康・生活問題の内容に応じ
て，関係機関や住民と協働することが不可欠である．保
健師は，各部署に横串を指すように分野横断的な調整や
対応を担ってきた．一般的に行政の多くの部署では，所
管する所掌事務のみを行い，それ以外の事務は担当部署
に振るという「縦割り」スタイルを採用しているが，こ
れは保健師の「分野横断的支援」スタイルとは本質的に
異なるものである．
この分野横断的支援は，実践現場において徐々に広が
りを見せている．例えば，当初は高齢者を対象者として
いた地域包括支援センターを母子保健に適用した「子育
て包括支援センター」が整備され[49]，これを障害者に
も拡大適用していくことが検討されている[50]．つまり，
地方自治体の第一線相談機関では，部署そのものの枠組
みが「縦割り」から「分野横断的支援」に対応できるよ
うな枠組みに変更されつつあると考えられる．
また2017年 2 月 7 日に厚生労働省 「我が事・丸ごと」

地域共生社会実現本部が発表した『「地域共生社会」の
実現に向けて（当面の改革工程）』では，縦割り行政の
限界の克服とつながりの再構築の必要性を打ち出してい
る[51]．また改革の骨格として，「 1 地域課題の解決力
の強化」，「 2 地域丸ごとのつながりの強化」，「 3 地域を
基盤とする包括的支援の強化」，「 4 専門人材の機能強
化・最大活用」を掲げている（表 1 ）．
特に「 3 地域を基盤とする包括的支援の強化」では，

2020年を目処として，保健・福祉行政における包括的支
援のあり方について，①市町村における福祉関係部局の
横断的・包括的体制について，②市町村保健センター，
保健所など，保健福祉分野の行政機能のあり方と役割分
担（個別の対人支援機能，広域対応・後方支援機能等）
について検討すると明記している[51]．つまり，都道府
県と市町村の住民サービスのあり方や相談窓口について
今後議論が進み，自治体における保健福祉関連業務や組
織の再編化だけでなく，業務の選択と集中化による人員
整理についても並行して進められる可能性があると考え
られる．また，「 4 専門人材の機能強化・最大活用」で
は，保健医療福祉の専門性確保に配慮しつつ，2021年度
を目処に新たな共通基礎課程の創設に向けて検討が進め
られる予定である[51]．主な職種には介護福祉士や保育
士，准看護師等が含まれており，保健師は今のところ含
まれていないものの，今後議論の対象となる可能性があ
るだろう．
また2017年12月に発出された『地域共生社会の実現に
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向けた地域福祉の推進について』[52]では，地域力強化
検討会の最終とりまとめで示された 5 つの視点（①共生
文化，②参加・協働，③予防的福祉の推進，④包括的支
援体制，⑤多様な場の創造）に基づき，関係者の創意工
夫によって市町村における包括的支援体制を具現化して
いく必要性が明記されている．次いで発表された『地域
力強化検討会最終とりまとめ～地域共生社会の実現に向
けた新たなステージへ～』[53]では，「待ち」の姿勢か
ら「予防」の視点に基づく早期発見，早期支援の重要性
が指摘されており，複合的な課題を持つ人々や世帯全体
の問題を丸ごと受け止める場の創設や，市町村における
包括的な相談支援体制の整備が盛り込まれている．すな
わち，住民に身近な生活圏域であらゆる相談にワンス
トップで対応する相談窓口を整備する方針を打ち出して
おり，分野横断的な相談支援体制の構築が急務とされて
いる．
こうした地域共生社会に関する一連の議論は社会福祉
の側面から議論が進んでいるが，公衆衛生看護の主な担
い手である保健師は，分野横断的に個人や家族の持つ力
や健康・生活問題をアセスメントし，その支援に当たっ
てきた歴史的経緯がある．また，日頃の保健師活動を通
じて様々な地域住民や関係機関と協力しながら，地域の
社会関係資本（ソーシャル・キャピタル）の醸成に貢献
している[54]．近年，社会疫学の実証研究において住民
同士のつながりや社会活動への参加が充実している地域
ほど，住民の健康レベルが高いことが示唆されている
[55]．しかし，保健師はこうした研究成果が示される以
前から，関係機関や住民と共に地域づくりに取り組んで
きた．そしてこの活動は一昔前までは「地域組織活動」
と呼ばれており，保健師はあらゆる年代の住民層におい
て展開してきた実績がある[56]．つまり，地域共生社会
で打ち出されている改革の骨子は，既に保健師が行って
きた活動を言い換えたものであり，保健師の得意とする
分野横断的な支援が世に求められていると考えられる．
このため，保健師はこれまで培ってきた実践知を活かし
つつ，地域共生社会の実現に向けて関係機関や住民と協
働して，これまで以上に個別支援や地域づくりを推進す

ることが必要と考えられる．

IV．おわりに

保健師は時代の求めに応じる形で，個別支援により健
康の不平等の解消と地域住民の健康の維持・向上に努め
てきた．近年公衆衛生看護の実践の場で対応が求められ
ている支援困難事例の抱える健康・生活問題は非常に複
雑であり，一筋縄では解決できない．保健師は，その背
景要因を紐解いて潜在化している真の問題を見出し，彼
らの生活に軸足を置いて地域の社会資源や関係機関を分
野横断的につなげながら支援している．個人・家族の健
康レベルの改善・向上に貢献する地道な個別支援活動の
積み重ねは，地域全体の健康レベルの向上の礎となるも
のである．また，保健師は個別支援を通して社会問題化
する前の段階の様々な健康・生活問題を把握している．
今後人口減少や公務員の定数削減が加速化することを考
慮すると，同様の問題を持つ事例の発生を将来にわたっ
て予防し，効率的・効果的に問題解決を行うための政策
形成や，地域の実情に合わせて課題解決を図るための「ご
当地システム」の構築につなげていくことが課題である．
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